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研究成果の概要（和文）：大学初年次における消費者教育のプログラム開発及び評価について研究した。文献調
査により大学初年次における消費者教育をデザインし、授業と評価の試行を繰り返した。これらの成果と課題か
ら、2018年度は開発したプログラムにより授業を行い、評価法として1枚ポートフォリオ評価(OPPA)を用いた。
テキストマイニングによる分析も併用した。大学で消費者教育を推進するには、初年次教育に組み込み実践して
いくことが、一方法になると考えられた。

研究成果の概要（英文）：I conducted a study on consumer education program development and assessment
 in university first year. A consumer education for university first year was designed according to 
a literature survey, and repeated trial classes and assessments were conducted. In 2018, classes 
were held based on the program developed based on the outcome of these trials, and One Page 
Portfolio Assessment（OPPA）was used as the assessment method, as well as text mining which was used
 for the analysis. It was then understood that one of the ways to promote consumer education in 
universities would be to include it and practice it as a part of the first-year experience.

研究分野：消費者教育
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
神山（2017）では大学初年次教育のなかに消費者教育を導入する意義を示し、近年の動向や理論的な考察を踏ま
えて授業デザインを構想した。神山（2018）では授業実践と評価を繰り返し課題を見出し、神山（2019）では、
1枚ポートフォリオ評価（OPPA）を導入し、消費者市民の育成のための授業改善にも活用できた。大学で消費者
教育を推進するときの授業デザイン・評価法の例として、本研究は役立つと考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
文部科学省委託調査「消費者教育に関する取組状況調査報告書」（2010 年度）によると、大
学での消費者教育について、学内ポスター提示や入学時等におけるガイダンスでは約７割の大
学が行っていたが、講義等では約半数の大学が「回答する科目はない」という結果であった。
つまり大学では、悪質商法未然防止のための一時的・啓発的な取り組みは行われているが、消
費者教育の内容としては不十分な状況にある。文部科学省「大学等及び社会教育における消費
者教育の指針」（2011 年）において大学での消費者教育の必要性が提唱され、「消費者教育の推
進に関する法律」（2012 年）では国・地方公共団体に消費者教育の推進を義務付け、消費者市
民社会の形成への参画の重要性が明示された。このような背景により、大学における消費者教
育を進める必要がある。 
一方、近年では大学の初年次教育の重要性が指摘され、初年次教育に関する理論や教育内容、
指導方法などの研究が急速に拡がっている。研究代表者の先行研究から、初年次教育と消費者
教育で重要とされる内容は、批判的思考力や意思決定力の育成など重なるものが多いと考えら
れ、また指導方法としても、例えば大学の指導方法として着目されているアクティブ・ラーニ
ングなど、消費者教育の効果的な手法と重なるものが多いと考えられる。消費者教育の推進が
求められている現在、大学初年次において消費者教育の導入に関する研究を実施する。 
 
２．研究の目的 
大学初年次における消費者教育のプログラム開発及び評価について、研究することを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
消費者教育や初年次教育を文献調査し理論的検討を行い、初年次における消費者教育の導入
の意義を検討した。消費者市民社会の形成への参画を重視した消費者教育の授業デザインを検
討・提示し、A大学の初年次生を対象として授業と評価の試行を繰り返し、課題を見出した。 
 
４．研究成果 
（1）初年次教育における消費者教育の導入の検討 
 文部科学省「平成 26 年度の大学における教育内容等の改革状況について」には、2015 年度
の全大学を対象とした教育内容等の改革状況の調査結果が掲載されている。これによると初年
次教育の実施状況は 96.1％であり、その具体的内容から、特に消費者教育の導入が望ましいと
考えられる項目をピックアップした。先行事例を検討し、初年次教育の中に消費者教育を導入
する意義を見出した。 
 
＜初年次教育の中に消費者教育を導入する意義＞ 
・大学で組織的に取り組む初年次教育の中に消費者教育を導入すると、全学生を対象とした消
費者教育を行うことができる。 
・初年次教育の PBL として、地域の課題解決に向けた消費者教育の先行事例があり、初年次に
消費者教育を導入しやすい。 
・初年次教育の「社会の構成員としての自覚・責任感・倫理観育成のためのプログラム」は、
消費者市民社会への形成の参画と重なる内容であり、消費者教育を導入しやすい。 
 
（2）初年次教育における消費者教育の授業デザインの検討 
 近年の動向や理論的な考察を踏まえて、初年次教育における消費者教育の授業デザインを検
討した。初年次教育は、その大学独自の組織的なカリキュラムの中で行われていることが多い。
試行として、A 大学の COC 事業の中で、地域志向型カリキュラムの初年次に位置づけられた科
目で実施した。テキストを用いて消費者教育の基本を学んだ後で、外部の専門講師と連携をし
て、地域の経済課題について整理・考察し、提言を考えさせる PBL を行った。授業デザインと
して、消費者教育の基本を学んだうえで、その大学独自のカリキュラムや授業内容に合わせた
消費者市民社会の参画を目指す発展的学習を、アクティブ・ラーニングを導入して実施すると
いうものになり、大学で消費者教育を実施する際に適した授業デザインであると考えられた。 
 
＜大学初年次における消費者教育の授業デザイン＞ 
消費者教育の基本を学んだうえで、その大学独自のカリキュラムや授業内容に合わせた消費者
市民社会の形成への参画を目指す発展的学習を、アクティブ・ラーニングを導入して実施する。 
 
 
（3）大学初年次における消費者教育の実践・評価の試行と課題 
 提案した授業デザインに基づく授業を実施する際に、課題となったのが授業評価であった。
アクティブ・ラーニングの評価に関する文献調査から、パフォーマンス評価を導入した。パフ
ォーマンス評価の先行研究を検討し、パフォーマンス課題を設定、ルーブリックを使って学生
の評価を行った。授業は、地域の消費生活センターと連携し消費者市民社会を構成する一員と
して、高齢者等の消費者被害防止という地域課題の解決について学生に考えさせる内容とした。 



表 1は、設定した授業目標とパフォーマンス課題である。「逆向き設計」論の手順を採用し、
「本質的な問い」を「消費者市民として望ましい消費生活のあり方は何か」とし、今回の授業
実践を通して学習者につけたい力（授業目標）を 4つ設定し、それらに対応させてパフォーマ
ンス課題を作成した。 
 授業目標に対応させて、ルーブリックの観点として、「問題の理解」、「思考力（批判的思考力）」、
「判断力（意思決定力）」、「表現力」の 4つを設定し、それぞれ 4段階で評価した（表２参照）。
この評価基準はパフォーマンス課題遂行前に学生に提示し、課題遂行後に同じ観点で学生にも
自己評価をさせた。併せて事前・事後調査結果を比較し、学生の意識変容について検討した。 
事前調査、連携授業、事後調査のすべてに出席した学生を対象として分析した。事前調査と
事後調査の比較により、学生の地域の高齢者に向けた意識の変容が見られた。学生のルーブリ
ックの４観点の平均値は、「問題の理解」が 2.6、「思考力（批判的思考力）」が 1.5、「判断力（意
思決定力）」が 1.7、「表現力」が 2.2 であった。他の観点と比較して、批判的思考力が低いと
いう今回の学生の傾向が捉えられた。ルーブリックの批判的思考力の評価基準に関して、学生
ができることの具体例について、社会からの視点を記述した学生は少なかった。 
 

表１ 授業目標とパフォーマンス課題 

＜授業目標の設定＞ 
1.高齢者の消費者トラブルについて、問題意識を持つことができる。 
2.高齢者の消費者トラブルの解決に向けて、批判的思考を働かせながら解決方法を考えることができる。 
3.市民にとって望ましい消費生活について、考えていくことができる。 
4.自分の考えをわかりやすく表現できる。  
＜パフォーマンス課題＞ 
高齢者の見守りについて市民の意見を募集している地域の消費生活センターに、自分の意見を送ることに
なりました。高齢者の見守りについて学生ができることの具体例を挙げ、その具体例を多角的な視点から
考察しながら、市民（高齢者や学生を含む）にとって望ましい消費生活についてあなたの考えを書きなさ
い。 
＜評価基準＞ 
①高齢者の消費者被害の問題を踏まえた、具体例をあげているか 
②その具体例を、多角的な視点から考察しているか 
③授業で学んだことを踏まえ、市民にとって望ましい消費生活について、自分の考えを持てるか 
④消費生活センターに送る意見として、自分の考えをわかりやすく伝えられるか 

 

表２ ルーブリック（評価基準表） 

観
点 問題の理解 

思考力 
（批判的思考力） 

判断力 
（意思決定力） 

表現力 

評
価
基
準 

高齢者の消費者被害の
問題点を踏まえ、学生が
できることの具体例を
あげる 

その具体例を、多角的な
視点から考察する 

学んだことを踏まえ、市
民にとって望ましい消
費生活について自分の
考えを持つ 

消費生活センターに送
る意見として、自分の考
えをわかりやすく表現
する 

段
階 

3 よくできる 3 よくできる 3 よくできる 3 よくできる 
2 できる 2 できる 2 できる 2 できる 
1 不十分 1 不十分 1 不十分 1 不十分 
0 できない 0 できない 0 できない 0 できない 

 
以上のように、初年次における消費者教育の評価法として、パフォーマンス評価を試行した。
課題として挙がったことは、パフォーマンス評価は、パフォーマンス課題の実施やルーブリッ
ク作成・評価など評価者の負担が過重となったこと及び学生の自己評価がうまく活用できなか
ったことであった。また、消費者教育では、消費者市民としての自覚や消費者市民社会の構築
への理解を学生が深めていくことが重要であるが、授業過程でそれらがどのくらい達成できて
いるか教師が把握することが難しく、そのため授業改善につながりにくかった。 
 
（4）1枚ポートフォリオ評価（OPPA）を活用した消費者教育の実践 
 パフォーマンス評価の試行により見出された課題から、1枚ポートフォリオ評価（OPPA：One 
Page Portfolio Assessment）を導入した。堀（2013）は、OPPA とは、教師のねらいとする授
業の成果を、学習者が 1枚の用紙の中に授業前・中・後の学習履歴として記録し、その全体を
学習者自身に自己評価させる方法と定義し、学習者の資質・能力の育成と教師による簡単な授
業評価と授業改善が可能な方法と述べている。見出された課題を解決できる可能性があると考
えられたため、大学初年次における消費者教育実践の評価として OPPA を試行し、その効果を検
討した。 
 授業デザインに基づき、消費者教育の基本内容を学んだ後に発展的学習（A 大学の初年次教
育カリキュラムに合わせ、消費者市民社会の形成への参画を目指す内容）を実施した。 



 OPPA の先行研究を踏まえて、OPPA をまず 2018 年度の授業の前半で試行し、その結果を検討
して、授業の後半の授業改善や OPP シートの修正を行った。 
学生の OPP シートの記述から、学生が毎時間どのような内容を大切だと捉え、何を考えたか
を具体的に把握でき、それらを次時の授業内容に活かすことができた。「学習前・後の本質的な
問い」を比較すると学習者の変容を把握することができ、学習者の自己評価からは、学生自身
が自分の変容をどう自覚しそれをどう考えているかを捉えることができた。このように OPPA
は、授業評価として役立つものであった。 
さらに、学生の意識や思考にどのような変容がおこったか客観的に検討する目的のために、
後半の授業の OPP シートの記述について、テキストマイニングによる分析を行った。 
前半・後半の OPP シートについて、「学習前・学習後の本質的な問い」及び「自己評価」をす
べて記述した学生を対象として分析した。テキストをカテゴリ化するためのテキストマイニン
グ用ソフトウェアとして、SPSS Text Analytics for Surveys Ver.4.0.1 を用いた。記述文か
らキーワードを抽出し、抽出されたキーワードのカテゴリ化を行った後、カテゴリ間の関係性
を把握するために、web グラフで視覚化した。 
授業改良を行った後半の授業で使用した OPP シートについて、「本質的な問い（消費者市民社
会の形成に向けて、あなたはどう行動していきたいと思いますか）」の記述を分析し、カテゴリ
web により示した。図 1が学習前、図 2は学習後の結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 「学習前の本質的な問い」の記述のカテゴリ webグラフ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2 「学習後の本質的な問い」の記述のカテゴリ webグラフ 
 
消費者市民社会に関連すると考えられるカテゴリの出現数が上がった。出現頻度の高いカテ
ゴリが増加し、カテゴリ間に共通する回答数も増加した。このように、テキストマイニング分
析によって、OPP シートの学習前と学習後の本質的な問いの記述を比較すると、学生の意識や
思考に変化が起こっており、学習効果があったことが示唆された。 
大学初年次における消費者教育の実践を評価することを目的として OPPA を試行したが、学習
前・後の「本質的な問い」の比較や「学習履歴」から学生の変容が把握でき、「自己評価」によ
り、学生は学びを振り返り自分の変容を評価することができた。OPP シートの活用は、堀（2013）
の指摘するように、学習者と教師の双方にとって役立った。また導入も比較的簡単であった。 
消費者教育の効果をどのように評価するか、その評価方法が課題となっているが、OPPA は消
費者教育の多様な指導法にも対応可能であり、消費者教育の指導内容の検討や授業改善という
課題にも対応可能であった。教員が「本質的な問い」の設定を考えるときに、消費者教育で何



を教えたいか熟慮することになる。今回の実践では、消費者問題と消費者市民社会に関する「本
質的な問い」を設定し、これらが学習全体を貫く目標となり、授業構成を考えることができた。
さらに学生の「学習履歴」で、学生の状況を毎時間確認することができるので授業改善もしや
すかった。 
消費者教育では、消費者市民社会の形成へ参画する資質・能力を育むことが重要であり、そ
れを評価することが課題である。大学の初年次教育に消費者教育を導入することで消費者市民
としての能力を育むことにつながり、OPPA が評価の一方法になると考えられた。 
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